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１. 20年3月期の連結業績（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 20年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （％表示は対前年増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年 3月期
19年 3月期

  

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年 3月期
19年 3月期
(参考)　持分法投資損益 20年3月期　　 　－　百万円 19年3月期　　　 －　百万円

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

20年 3月期
19年 3月期
(参考)　自己資本 20年3月期    225,765百万円 19年3月期    238,441百万円

(注1)   「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。

(注2)   「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成19年3月期より「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし

　　　　自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

20年 3月期
19年 3月期

２.配当の状況

（基準日）

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 百万円 ％ ％
19年 3月期
20年 3月期

21年 3月期
（ 予 想 ）

３. 21年 3月期の連結業績予想（平成 20年 4月 1日  ～  平成 21年 3月 31日）
（％表示は、通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年中間期増減率）

　
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期

（百万円未満切捨て）

当期純利益

経 常 収 益
経 常 利 益 率

１株当たり純資産
連結自己資本比率
（国内基準）(注2)

15.6
18.3

１株当たり配当金

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当 期 純 利 益 率

総 資 産
経 常 利 益 率

経常収益 経常利益

92,748
84,056

総資産 純資産 自己資本比率
(注1)

10.3
8.2

18,627
16,774

11.0
8.3

9,137

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ ・ フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ ・ フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ ・ フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

第　１
四半期末

中間期末
第　３
四半期末

期　　末 年　　間

4.50 8.00

１株当たり当期純利益

配当金総額
（年　間）

配当性向
（連　結）

純資産配当率
（連　結）

1,470
1,679

15.9

経常利益

9,446 △ 4.4
△ 3.2

43,000 △13.4 54.6 23.81

3,147,644
3,144,993

233,240
245,420

－

△3.3

5,000

10,50087,500 △5.6

8,500

18,000

経常収益

△ 1,544
△ 1,534

56,654
52,811

40,558
21,344

△ 35,158
△ 18,512

7.6
1,075.52
1,135.47

13.87
13.71

7.1

0.5
43.52
44.98

－
－

－
－
3.50 －
3.50 －

4.00 － 4.00 8.00

0.6
0.7

50.02

105.4

14.9

当期純利益

取締役総合企画部長兼
総合企画部グループ会社統括室長

20.0
20.0

3.50 7.00

3.9
4.0

0.5

　第2四半期
連結累計期間
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４.その他
(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　　無

(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
　　なる重要な事項の変更に記載されるもの）
　　　①　会計基準等の改正に伴う変更 有

　　　②　①以外の変更 無

(3)発行済株式数（普通株式）
　　　①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年3月期 株 19年3月期 株

　　　②　期末自己株式数 20年3月期 株 19年3月期 株

　　　（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、46ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１. 20年3月期の個別業績（平成19年 4月 1日 ～ 平成 20年 3月 31日）
(1)個別経営成績 （％表示は対前年増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年 3月期
19年 3月期

  

円 銭 円 銭

20年 3月期 68
19年 3月期 54

(2)個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

20年 3月期
19年 3月期
(参考)　自己資本 20年3月期    223,105百万円 19年3月期    236,143百万円

(注１)　　「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

(注２) 　 「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成19年3月期より「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし

　　　　　自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。

２. 21年 3月期の個別業績予想（平成 20年 4月 1日  ～  平成 21年 3月 31日）
（％表示は、通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年中間期増減率）

　
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期

   ※  業績予想は、発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因を前提としておりますが、

　   実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想の前提となる仮定及び業

　   績予想に関する注意事項等につきましては、３ページ「1.経営成績(1)経営成績に関する分析」をご参照ください。

492,492

210,403,655

10.4

13.51

経常収益 経常利益 当期純利益

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

68,773

総資産 純資産
自己資本比率
(注1)

１株当たり純資産

経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

77,378 12.5 16,949 8.8
9,144 △ 1.7
8,750 △ 4.3

41.
43.

－
－

3,120,460
3,117,684

223,105
236,143

7.1
7.6

1,062.85
1,124.53

単体自己資本比率
（国内基準）(注2)

35,500

72,500

8,000

17,000

△15.6

△6.3

15,577 14.2

63

109.9

14.2

22.

47.0.2 10,000

86

13.38

63.9 4,800

210,403,655

409,939

第2四半期
 累計期間
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１．経営成績 
 

(1) 経営成績に関する分析 
当連結会計年度のわが国経済は、輸出が底堅く、生産活動が堅調に推移したことから、基調と

しては緩やかな回復を続けました。この間、個人消費は、雇用・所得環境の改善に足踏みがみら

れ、おおむね横ばいで推移しました。一方、公共投資は低調ながら、民間設備投資は企業収益の

改善や需要の増加を背景に、幅広い業種で増加しました。住宅投資は、平成 19年 6月に改正建
築基準法による建築確認の厳格化の影響で、低調に推移しました。このような状況のもと、消費

者物価は石油関連製品を中心に上昇し、金融面では、米国のサブプライムローン問題の影響等に

より、株式相場が低調に推移しました。 
 地元経済におきましては、生産活動が一進一退で、個人消費も盛り上がりを欠いたことから、

全体としては停滞感が強まりました。 
このような金融経済環境のもと、当行グループは業績の進展と経営効率の向上に努力してまい

りました結果、次のような業績をおさめることができました。 
連結ベースの経常収益は、その他業務収益が国債等債券売却益の減少等により２６億１３百万

円、役務取引等収益が預り資産販売手数料の減少等により４億３６百万円それぞれ減少したもの

の、その他経常収益が株式等売却益の増加等により７１億５百万円、資金運用収益が貸出金利息

の増加等により４６億３６百万円それぞれ増加したことにより、前連結会計年度に比べ８６億 
９１百万円増加して９２７億４８百万円となりました。 
一方、経常費用は、その他業務費用が国債等債券売却損の減少等により１２億２９百万円減少

したものの、その他経常費用が貸倒引当金繰入額の増加等により３７億４６百万円、資金調達費

用が預金利息の増加等により３２億６０百万円、営業経費が物件費及び人件費の増加等により 

９億２１百万円それぞれ増加したことにより、前連結会計年度に比べ６８億３９百万円増加して

７４１億２０百万円となりました。 
以上により、経常利益は、前連結会計年度に比べ１８億５２百万円増加（増加率１１.０%）し
て１８６億２７百万円となりました。 
税金等調整前当期純利益は、特別損失に役員退職慰労引当金繰入額ならびに睡眠預金払戻損失

引当金繰入額等を計上したことから、前連結会計年度に比べ１２億７５百万円増加して１７１億

３０百万円となりました。 

当期純利益は、税金等調整前当期純利益は増加したものの、課税所得の増加により法人税、住

民税及び事業税も増加したことから、前連結会計年度に比べ３億９百万円減少（減少率３.２％）

して９１億３７百万円となりました。 
 
（セグメント別の概況） 
①  銀行業 
経常収益は、資金運用収益及び株式等売却益の増加等により前連結会計年度比８６億６百万

円増加して７７４億１５百万円となり、経常利益は、前連結会計年度比１４億２７百万円増加

して１７０億５０百万円となりました。 
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②  リース業 
経常収益は、割賦販売の増加等により前連結会計年度比１億１９百万円増加して１５０億 

２百万円となり、経常利益は、前連結会計年度比４億２８百万円増加して９億１７百万円とな

りました。 
 
③  その他の事業 
経常収益は、カード決済手数料の減少等により前連結会計年度比７２百万円減少して２２億

６６百万円となり、経常利益は、前連結会計年度比１６百万円減少して６億５９百万円となり

ました。 
 
（次期の見通し） 
国内景気は米国経済の減速や原油・原材料価格の高騰等から下振れリスクを伴いながら不透明

感が広がりつつあります。また、金融界では県境を越えた地域金融機関の攻勢やゆうちょ銀行の

発足などさらなる競争激化が予想され、銀行を取り巻く経営環境は厳しい状況が続くものと思わ

れます。 
このような状況下、当行は２０年度を最終年度とする第３次経営戦略計画（３ケ年）の達成に

向けて、収益部門別に策定した戦略を着実に展開していくことで収益力の強化を図るとともに、

経営の効率化・リスク管理強化にも引き続き努力してまいります。 
２０年度通期の連結ベースの経常収益は８７５億円（前期比△5.6％）、経常利益は１８０億円
（前期比△3.3％）、当期純利益は１０５億円（前期比＋14.9％）を見込んでおります。 
   また、通期の単体ベースの経常収益は７２５億円（前期比△6.3％）、経常利益は１７０億円（前
期比＋0.2％）、当期純利益は１００億円（前期比＋14.2％）を見込んでおります。 
    業績予想の前提として､主要な市場金利は２０年３月の水準をもとに予想しております。また、
不良債権処理費用は連結ベースで年間１７億円、単体ベースで年間１５億円と予想しております。 

    なお、上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響
を与える不確実な要因を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異

なる結果となる可能性があります。 
   
 
 

(2) 財政状態に関する分析 
① 資産、負債、純資産の状況 
預金は、個人預金等の増加等により前連結会計年度末に比べ２８１億４百万円増加（増加率  

１.０％）して２兆７,５１８億４６百万円となりました。 
    貸出金は、一般向貸出金の増加等により前連結会計年度末に比べ３４３億８７百万円増加

（増加率１.７％）して２兆３６５億２百万円となりました。 
    また、有価証券は、株式の減少等により前連結会計年度末に比べ８４億８７百万円減少（減
少率０.９％）して９,２７７億８２百万円となりました。 
 純資産は、その他有価証券評価差額金の減少等により、前連結会計年度に比べ１２１億  

８０百万円減少して、２,３３２億４０百万円となりました。 
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② キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ３８億 

４２百万円増加して５６６億５４百万円となりました。なお、当連結会計年度におけるキャッ

シュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

      営業活動によるキャッシュ・フローは、コールローンの減少等により前連結会計年度に比
べ１９２億１３百万円増加して４０５億５８百万円のプラスとなりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却による収入の減少等により前連結

会計年度に比べ１６６億４６百万円減少して３５１億５８百万円のマイナスとなりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の売却による収入の減少等により前連結

会計年度に比べ９百万円減少して１５億４４百万円のマイナスとなりました。 
 
③ 自己資本比率（国内基準）の推移 
   自己資本比率（国内基準）の推移は、次のとおりであります。 

（単位：％） 

 平成16年3月末 平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成20年3月末

連結自己資本比率 13.74 13.98 13.91 13.71 13.87 

単体自己資本比率 13.56 13.73 13.58 13.38 13.51 

※ 自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく金融庁告示に定められた算式に基づき

算出しております。なお、１９年３月末以降は新基準（バーゼルⅡ）により、１８年３月末

以前は旧基準によりそれぞれ算出しております。 

 
 
(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当行は、年度毎の期間収益の確保に加え、お客様・地域、従業員等の各ステークホルダーに対

してバランスの取れた貢献を果たすことにより、中長期的にも企業価値を向上させることで株主

の皆様への利益還元を充実させていくことを最重要課題と考えております。そのため、今後も自

己資本の充実を図りつつ、将来の収益まで見据えた戦略的な投資も行いながら、従前どおり中間

配当金、期末配当金による安定的な配当を実施できるよう努める方針であります。なお、会社法

の施行により、配当に関する回数制限が撤廃されましたが、この件につきましては、当行の利益

状況や経営計画の進捗等を総合的に勘案しつつ検討してまいります。 

   上記方針に基づき、当期においては、当初、年間７円の配当を計画しておりましたが、当期の

業績等を総合的に勘案した結果、期末配当を 1円増配し、年間８円とする予定です。なお、次期

につきましても、当期と同様、年間８円の配当を予定しております。 
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（4）事業等のリスク 
当行及び連結子会社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性があると考えられる主な事項を記載しております。なお、当行及び連結子会社は、これ

らのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存で

あります。 
本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在

において判断したものであり、将来の様々な要因により変動することがあります。 
 
① 信用リスク 
 当行及び連結子会社における金融再生法ベースの不良債権額は、２０年３月末現在で６４２

億円であり、その総与信に占める割合は３.０７％であります。なお、各々の債権に対し、貸倒
れが予測される部分には十分な引当を行っております。 
 しかしながら、今後の景気動向、地域の経済環境、地公体の財政状況、不動産価格・株価の

動向及び取引先の経営状況によっては不良債権額ならびに与信関連費用が増加し、当行及び連

結子会社の業績に影響する可能性があります。 
 今後も当行が独自に開発した融資支援システムであるＫｅｙＭａｎの活用ならびに審査部内

の経営改善指導班（レスキュー隊）による取引先の経営改善等により、リスクコントロールを

継続して行っていく方針であります。 
 
② 金利変動リスク 
 市場金利の変動及びその他の要因により貸出金等の運用利回りの上昇幅が預金等の調達利回

りの上昇幅を下回る場合、あるいは運用利回りの低下幅が調達利回りの低下幅を上回る場合、

利鞘が縮小し資金利益が減少する可能性があります。 
 
③ 価格変動リスク 
 当行及び連結子会社は、国債等の債券や市場価格のある株式等の有価証券を保有しており、 
２０年３月末における有価証券の保有残高は連結ベースで ９,２７７億円であります。 
 将来、市場金利が上昇する場合や、株価が下落する場合には保有する有価証券に評価損が発

生し、当行及び連結子会社の業績に影響する可能性があります。 
 
④ 為替変動リスク 
 当行は国際部門の運用・調達手段として、外貨コールローンや外貨コールマネー等の外貨建

取引による資産及び負債を保有しており、少なからず為替レートの変動の影響を受けます。円

が上昇した場合には、外貨建取引の円貨換算価額は減少することになり、かかる外貨建の資産

と負債の額が各通貨毎に同額で相殺されない場合は、当行の財政状態及び業績に影響する可能

性があります。ただし、持高は売持・買持均衡を基本に調整を行っており、収益への影響は限

定的なものになると思われます。 
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⑤ 流動性リスク 
ペイオフ解禁により預金者の銀行を選別する目は厳しくなっています。現在、当行の健全性

に問題はありませんが、今後の当行及び連結子会社の業績や預金者の動向、他の金融機関との

競合、金融環境の変化、ネガティブな風評の流布等により預金が減少する可能性があります。 
 当行及び連結子会社は、銀行としての健全性を維持・向上させるために、今後ともより一 
層、資産の健全化やリスク管理態勢の強化ならびに経営情報の積極開示に努めてまいります。 
 

⑥ 退職給付債務 
 当行及び連結子会社は、従業員の退職に備えて退職給付引当金を計上しております。当該引

当金を計算する基礎となる退職給付債務を算出するための割引率を変更した場合は、退職給付

費用が増加する可能性があります。また、当行の年金資産の時価が下落した場合及び年金資産

の運用利回りが低下した場合には損失が発生し、当行の退職給付費用が増加する可能性があり

ます。 
 
⑦ 固定資産の減損 
 当行及び連結子会社が所有する固定資産について、資産グループにおける収益性の低下、市

場価格の下落及び当行の店舗網の再編等により、減損損失を認識する必要ありと判定された場

合には、当行及び連結子会社に減損損失が発生し、業績に影響する可能性があります。 
 
⑧ 自己資本比率規制 
当行は、銀行法により自己資本比率規制の適用を受けており、国内基準を採用しております。

２０年３月期の連結自己資本比率（バーゼルⅡ基準）は１３.８７％であり、基準となる４％を
大きく上回っております。しかしながら、今後、システム投資等に伴う費用や不良債権処理費

用の増加等により、当行の自己資本比率に影響する可能性があります。 
 
⑨ システムリスク 

 当行及び連結子会社は、コンピュータシステムの安全性及び正当性を維持するため、システ

ムリスク管理方針やバックアップ体制を整備しており、さらに災害・障害等に備えた危機管理

計画を定めて不測の事態に対応できるよう万全を期しております。しかしながら、万が一シス

テム障害等が発生した場合、当行及び連結子会社の業務や業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
 

⑩ 情報資産リスク 

当行及び連結子会社は、個人情報保護に関する法令及びその他の規範を遵守しつつ、顧客情

報を含めたすべての情報資産について厳正な管理に努めております。しかしながら、情報資産

の不正使用、破棄及び漏洩等が発生した場合には、当行及び連結子会社の業務や業績に影響を

及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 
 
当行グループは、当行及び子会社８社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務、クレジット

カード業務などの金融サービスを提供しております。なお、当行グループの各社における位置付け

は、次のとおりであります。 
（銀行業） 
当行の本店ほか支店 116か店等においては、預金業務、貸出業務、為替業務、証券業務等を
行っており、当行グループの中心的業務と位置づけております。 
  また、連結子会社のかぎんビジネスサービス株式会社においては担保評価業務等を、かぎん

オフィスサービス株式会社においては労働者派遣業務等を、かぎん会計サービス株式会社にお

いては連結子会社の経理業務及び連結決算業務等を行っております。 
（リース業） 
連結子会社の鹿児島リース株式会社においては、リース事業を行っております。 
（その他の事業） 
連結子会社の株式会社鹿児島カードにおいてはクレジット業務等を、鹿児島保証サービス株

式会社においては信用保証業務等を、株式会社鹿児島地域経済研究所においては経済・金融・

地域開発に関する調査研究業務及び経営相談業務等を行っております。 
事業系統図(20 年３月末現在)は、次のとおりであります。 

国内 ……本店ほか支店１１６、出張所１６、代理店３０

　　　子会社８社

㈱

鹿

児

島

銀

行

（注） 上記子会社のほか、持分法非適用非連結子会社として、匿名組合契約方式によ

　　　るリース事業を行っている営業者であるケイエム・リーシング有限会社があります。

海外 ……駐在員事務所（上海）

㈱ 鹿 児 島 カ ー ド

鹿 児 島 リ ー ス ㈱

子 会 社 名 事 業 の 内 容

かぎんビ ジネ スサービ ス㈱

かぎ んオフィ スサービ ス㈱

鹿 児 島 保 証 サ ー ビ ス ㈱

 担保評価業務等

 労働者派遣業務及び有料職業紹介業務等

 連結子会社の経理業務及び連結決算業務等

 産業・経済・金融・地域開発に関する調査研究等

 クレジットカード・信用保証・金銭貸付業務等

 総合リース・ファクタリング業務等

 住宅ローン・消費者ローンの債務保証業務等

か ぎ ん 会 計 サ ー ビ ス ㈱

㈱鹿児島地域経済研究所
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３．経営方針 
 

(1) 会社の経営の基本方針 
当行グループは、次の４項目を企業理念と定め、地域に根ざす金融機関としての使命・存在意

義を明確にしております。 

① 健全経営を堅持し、信頼される企業となる。（健全経営） 

② 地域とともに歩み、地域社会の発展に貢献する。（地域貢献） 

③ お客様のニーズに応え､お客様の満足を高める。（顧客志向） 

④ 自由闊達で創造性に満ちた企業風土を築く。（企業活力） 

     また、経営の基本目標として「お客様の声にしっかりと耳を傾け、お客様の企業経営や暮ら

しの向上のために、金融面から精一杯お手伝いする銀行をめざすこと、そのために、従業員一

人ひとりが、より高いやりがいを持てる銀行をめざすこと、そうすることで、最終利益１００

億円を達成できる銀行をめざすこと」を掲げております。 

 
(2) 目標とする経営指標 
     目標とする経営指標については、第３次経営戦略計画の中で、次の５項目をチャレンジ目標と

定め、計画の最終年度である２１年３月期での達成をめざしております。 

① 当期純利益              １００億円以上 

② コア業務純益             １８０億円以上 

③ Tier１ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）    ５％以上 

④ ＯＨＲ（コア業務粗利益経費率）      ６７％未満 

⑤ 自己資本比率（国内基準）       １３．５％以上 

同Ｔｉｅｒ１比率            １２．５％以上 

    ※自己資本比率、Ｔｉｅｒ１比率目標は、新基準（バーゼルⅡ）に基づいた指標であります。 
 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 
当行は１８年４月から２１年３月までの３年間にわたる「第３次経営戦略計画（略称：マスタ

ープラン）」を推進しております。本計画では、銀行を取り巻く競争環境がさらに激化する中、

「競争に勝つ強い“現場力”づくり」をキーワードとし、地元マーケットを深く耕すことで、健

全性と収益性のバランスのとれた“地銀らしい地銀”をめざしております。 

    法人向け金融サービスについては、当行が独自開発した融資支援システムＫｅｙＭａｎや営業

戦略サポートシステムＫｅｙＭａｎＳ3（ｴｽ･ｷｭｰﾌﾞ）を活用しながらお客様のニーズにお応えし、

お客様の営業利益改善支援活動を展開するなかで当行の収益力の強化を図ってまいります。 

  また、生活者金融を充実させ、個人向け金融サービスを収益の柱に育てることも重要な課題と

認識しております。そのため、営業支援システムＣＳナビゲータ等の活用により、各種ローンや

投資信託・保険商品等の金融預り資産商品など、個人のお客様のライフプランに応じたコンサル

ティング、商品・サービスの提供に努めております。 

   あわせて、強い現場力の土台づくりとして、人員配置や人材育成、評価制度の見直しなど新し
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い態勢の構築に取り組んでおります。 

さらには、金融商品取引法等の法制度への対応をはじめ、お客様が安心して当行をご利用いた

だけるよう、引続きコンプライアンスや顧客保護、リスク管理の徹底を図ってまいります。 

 
(4) 会社の対処すべき課題 
日本経済の先行きに対する不透明感が広がりつつあるなか、当行が主たる営業地盤とする鹿児

島・宮崎県も景気減速感を強めつつあります。また、ゆうちょ銀行や地域金融機関との競争激化

など、当行を取り巻く環境は厳しさを増しております。 

    このような環境のなか、当行は、上記マスタープランに沿って、収益力の強化とコンプライア

ンス、顧客保護、リスク管理の態勢強化・高度化を図り、引続き健全性を維持しながら、地域密

着型金融（リレーションシップバンキング）の機能強化に取り組んでまいります。 

 
(5) その他、会社の経営上重要な事項 

    その他、会社の経営上重要な事項に該当するものはございません。 
 

 
 
 
 
 
 
 



４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）
増減

(百万円)

（資産の部）       

現金預け金  53,499 1.70 57,424 1.82 3,925

コールローン及び買入手形  25,000 0.79 － － △25,000

買入金銭債権  5,961 0.19 9,719 0.31 3,758

商品有価証券  1,524 0.05 810 0.03 △714

金銭の信託  11,977 0.38 9,675 0.31 △2,301

有価証券
※1,7
12

936,270 29.77 927,782 29.48 △8,487

貸出金
※2,3
4,5
6,8

2,002,114 63.66 2,036,502 64.70 34,387

外国為替 ※6 1,565 0.05 1,724 0.05 158

その他資産

 ※2,3

 　4,5

 　7

41,028 1.31 45,362 1.44 4,333

有形固定資産
※10,
11

54,218 1.72 54,586 1.73 368

　建物  9,161 0.29 9,271 0.29 110

　土地 ※9 36,928 1.17 36,836 1.17 △92

　建設仮勘定  0 0.00 27 0.00 27

　その他の有形固定資産 ※9 8,127 0.26 8,450 0.27 322

無形固定資産  3,901 0.12 4,937 0.16 1,035

　ソフトウェア  3,745 0.12 4,782 0.15 1,037

　その他の無形固定資産  156 0.00 155 0.01 △1

繰延税金資産  1,007 0.03 2,577 0.08 1,570

支払承諾見返  29,704 0.95 26,719 0.85 △2,985

貸倒引当金  △22,779 △0.72 △30,178 △0.96 △7,398

　　　　資産の部合計  3,144,993 100.00 3,147,644 100.00 2,651
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）
増減

(百万円)

（負債の部）       

預金 ※7 2,723,741 86.61 2,751,846 87.43 28,104

譲渡性預金  45,306 1.44 46,032 1.46 725

コールマネー及び売渡手形 ※7 39,071 1.24 36,296 1.15 △2,775

借用金 ※7 12,086 0.38 13,959 0.44 1,872

外国為替  40 0.00 55 0.00 15

その他負債  25,108 0.80 27,651 0.88 2,543

役員賞与引当金  50 0.00 50 0.00 0

退職給付引当金  1,327 0.04 333 0.01 △993

役員退職慰労引当金  － － 838 0.03 838

睡眠預金払戻損失引当金  － － 564 0.02 564

偶発損失引当金  － － 66 0.00 66

繰延税金負債  13,110 0.42 － － △13,110

再評価に係る繰延税金負債 ※9 10,024 0.32 9,990 0.32 △34

支払承諾  29,704 0.95 26,719 0.85 △2,985

　　　　負債の部合計  2,899,572 92.20 2,914,404 92.59 14,831

（純資産の部）       

資本金  18,130 0.57 18,130 0.57 －

資本剰余金  11,221 0.35 11,223 0.36 1

利益剰余金  158,706 5.05 166,398 5.29 7,691

自己株式  △277 △0.00 △349 △0.01 △71

株主資本合計  187,781 5.97 195,402 6.21 7,621

その他有価証券評価差額金  37,324 1.18 17,256 0.54 △20,068

繰延ヘッジ損益  △239 △0.00 △445 △0.01 △205

土地再評価差額金 ※9 13,575 0.43 13,551 0.43 △23

評価・換算差額等合計  50,659 1.61 30,362 0.96 △20,297

少数株主持分  6,979 0.22 7,475 0.24 495

　　　　純資産の部合計  245,420 7.80 233,240 7.41 △12,180

　　負債及び純資産の部合計  3,144,993 100.00 3,147,644 100.00 2,651
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 百分比（％） 金額（百万円） 百分比（％）
増減

(百万円)

経常収益  84,056 100.00 92,748 100.00 8,691

資金運用収益  52,684  57,320  4,636

貸出金利息  38,414  43,540  5,125

有価証券利息配当金  13,242  12,908  △333

コールローン利息及び買
入手形利息

 955  777  △177

預け金利息  2  4  1

その他の受入利息  69  90  21

役務取引等収益  11,377  10,940  △436

その他業務収益  18,226  15,612  △2,613

その他経常収益 ※1 1,768  8,874  7,105

経常費用  67,281 80.04 74,120 79.92 6,839

資金調達費用  6,725  9,985  3,260

預金利息  2,373  6,333  3,959

譲渡性預金利息  166  452  285

コールマネー利息及び売
渡手形利息

 2,317  1,862  △454

債券貸借取引支払利息  91  6  △85

借用金利息  128  175  46

その他の支払利息  1,647  1,155  △491

役務取引等費用  3,356  3,496  139

その他業務費用  13,929  12,700  △1,229

営業経費  35,154  36,075  921

その他経常費用  8,116  11,862  3,746

貸倒引当金繰入額  6,960  8,755  1,795

その他の経常費用  1,155  3,106  1,951

経常利益  16,774 19.96 18,627 20.08 1,852
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 百分比（％） 金額（百万円） 百分比（％）
増減

(百万円)

特別利益  19 0.02 9 0.01 △9

固定資産処分益  16  7  △9

償却債権取立益  2  2  △0

特別損失  939 1.12 1,506 1.62 566

固定資産処分損  183  175  △8

減損損失  ※2 756  93  △662

役員退職慰労引当金繰入額  －  673  673

睡眠預金払戻損失引当金繰
入額

 －  564  564

税金等調整前当期純利益  15,854 18.86 17,130 18.47 1,275

法人税、住民税及び事業税  7,285 8.66 8,653 9.33 1,368

法人税等調整額  △1,298 △1.54 △1,225 △1.32 73

少数株主利益  420 0.50 564 0.61 144

当期純利益  9,446 11.24 9,137 9.85 △309
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(3）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高（百万円） 18,130 11,207 150,473 △226 179,585

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △839  △839

剰余金の配当（中間配当）   △735  △735

役員賞与（注）   △45  △45

当期純利益   9,446  9,446

自己株式の取得    △70 △70

自己株式の処分  13  19 32

土地再評価差額金取崩額   406  406

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 13 8,233 △51 8,195

平成19年3月31日残高（百万円） 18,130 11,221 158,706 △277 187,781

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成18年3月31日残高（百万円） 38,223 － 13,981 52,204 6,584 238,375

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注）      △839

剰余金の配当（中間配当）      △735

役員賞与（注）      △45

当期純利益      9,446

自己株式の取得      △70

自己株式の処分      32

土地再評価差額金取崩額      406

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△898 △239 △406 △1,545 394 △1,150

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△898 △239 △406 △1,545 394 7,044

平成19年3月31日残高（百万円） 37,324 △239 13,575 50,659 6,979 245,420

 　（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高（百万円） 18,130 11,221 158,706 △277 187,781

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △734  △734

剰余金の配当（中間配当）   △734  △734

当期純利益   9,137  9,137

自己株式の取得    △89 △89

自己株式の処分  1  17 19

土地再評価差額金取崩額   23  23

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 1 7,691 △71 7,621

平成20年3月31日残高（百万円） 18,130 11,223 166,398 △349 195,402

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成19年3月31日残高（百万円） 37,324 △239 13,575 50,659 6,979 245,420

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注）      △734

剰余金の配当（中間配当）      △734

当期純利益      9,137

自己株式の取得      △89

自己株式の処分      19

土地再評価差額金取崩額      23

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△20,068 △205 △23 △20,297 495 △19,801

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△20,068 △205 △23 △20,297 495 △12,180

平成20年3月31日残高（百万円） 17,256 △445 13,551 30,362 7,475 233,240

 　（注）平成19年6月の定時株主総会における決議項目であります。
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

税金等調整前当期純利益  15,854 17,130 1,275

減価償却費  12,652 12,191 △461

減損損失  756 93 △662

のれん償却額  △13 － 13

貸倒引当金の純増減（△）  5,885 7,398 1,513

役員賞与引当金の純増減（△）  50 0 △49

退職給付引当金の純増減（△）  △2,762 △993 1,769

役員退職慰労引当金の純増減
（△） 

 － 838 838

睡眠預金払戻損失引当金の純増
減（△） 

 － 564 564

偶発損失引当金の純増減（△）  － 66 66

資金運用収益  △52,684 △57,320 △4,636

資金調達費用  6,725 9,985 3,260

有価証券関係損益（△）  △2,543 △5,931 △3,387

金銭の信託の運用損益（△）  △69 354 423

為替差損益（△）  △122 △204 △82

固定資産処分損益（△）  166 168 1

貸出金の純増（△）減  △32,876 △34,387 △1,511

預金の純増減（△）  57,587 28,104 △29,483

譲渡性預金の純増減（△）  △12,067 725 12,793

借用金（劣後特約付借入金を除
く）の純増減（△）

 648 1,872 1,224

預け金（日銀預け金を除く）の
純増（△）減

 1 △83 △85

コールローン等の純増（△）減  △5,951 21,241 27,193

コールマネー等の純増減（△）  △6,759 △2,775 3,983

外国為替（資産）の純増（△）
減

 △290 △158 131

外国為替（負債）の純増減（△）  △50 15 65

資金運用による収入  52,548 57,923 5,374

資金調達による支出  △5,920 △8,884 △2,964
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

その他  △3,515 741 4,256

小計  27,249 48,675 21,425

法人税等の支払額  △5,904 △8,116 △2,211

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

 21,344 40,558 19,213

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

有価証券の取得による支出  △318,780 △297,005 21,774

有価証券の売却による収入  192,439 136,794 △55,644

有価証券の償還による収入  118,610 136,267 17,657

金銭の信託の増加による支出  △1,000 △1,000 －

金銭の信託の減少による収入  2,000 2,943 943

有形固定資産の取得による支出  △12,321 △11,916 404

有形固定資産の売却による収入  1,701 910 △790

無形固定資産の取得による支出  △1,160 △2,153 △992

無形固定資産の売却による収入  － 0 0

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △18,512 △35,158 △16,646

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

配当金支払額  △1,574 △1,469 104

少数株主への配当金支払額  △5 △5 －

自己株式の取得による支出  △70 △89 △18

自己株式の売却による収入  115 19 △96

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △1,534 △1,544 △9

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算
差額

 1 △12 △14

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  1,299 3,842 2,543

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  51,512 52,811 1,299

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 52,811 56,654 3,842
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社７社

　かぎんビジネスサービス株式会社

　かぎんオフィスサービス株式会社

　かぎん会計サービス株式会社

　株式会社鹿児島地域経済研究所

　株式会社鹿児島カード

　鹿児島リース株式会社

　鹿児島保証サービス株式会社

(1)連結子会社７社

同左

(2)非連結子会社１社

　ケイエム・リーシング有限会社

　ケイエム・リーシング有限会社は鹿児

島リース株式会社の子会社であり、匿名

組合契約方式によるリース事業を行って

いる営業者であります。その資産及び損

益は実質的に当該子会社に帰属しないた

め、連結財務諸表規則第５条第１項第２

号により、連結の範囲から除外しており

ます。

(2)非連結子会社１社

同左

２．持分法の適用に関する事

項

　非連結子会社ケイエム・リーシング有限

会社については、損益が実質的に当該会社

に帰属しないため、持分法の適用から除外

しております。

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、すべて３月末日

であります。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1)商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）

により行っております。

(1)商品有価証券の評価基準及び評価方法

同左

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券の評価は、満期保有目的

の債券については移動平均法による償

却原価法（定額法）、その他有価証券

のうち時価のあるものについては連結

決算日の市場価格等に基づく時価法

（売却原価は主として移動平均法によ

り算定）、時価のないものについては

移動平均法による原価法又は償却原価

法により行っております。

　　なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処

理しております。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券の評価は、持分法非適用

の非連結子会社株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券の

うち時価のあるものについては連結決

算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は主として移動平均法により算

定）、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法に

より行っております。

　　なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処

理しております。

(ロ）有価証券運用を主目的とする単独

運用の金銭の信託において信託財産と

して運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。

(ロ）　　　　 同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）デリバティブ取引の評価基準及び評価

方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法に

より行っております。

(3）デリバティブ取引の評価基準及び評価

方法

同左

(4）減価償却の方法

①有形固定資産

　当行の有形固定資産は、定率法（ただ

し、平成10年４月１日以後に取得した建

物（建物附属設備を除く。）については

定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物：19年～50年

動産：２年～20年

　連結子会社の有形固定資産については、

資産の見積耐用年数に基づき、主として

定額法により償却しております。

(4）減価償却の方法

①有形固定資産

　当行の有形固定資産は、定率法（ただ

し、平成10年４月１日以後に取得した建

物（建物附属設備を除く。）については

定額法）を採用しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物：19年～50年

動産：２年～20年

　連結子会社の主な有形固定資産につい

ては、資産の見積耐用年数に基づき、定

額法により償却しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産

　無形固定資産の減価償却費は、定額法

により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、当行及び

連結子会社で定める利用可能期間（主と

して５年）に基づいて償却しております。

 （会計方針の変更）

  平成19年度税制改正に伴い、平成19年

４月１日以後に取得した有形固定資産（連

結子会社の一部の資産を除く）について

は、改正後の法人税法に基づく償却方法

により減価償却費を計上しております。

この変更による経常利益及び税金等調整

前当期純利益への影響は軽微でありま

す。

（追加情報）

  当連結会計年度より、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産（連結子

会社の一部の資産を除く）については、

償却可能限度額に達した連結会計年度の

翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間

で均等償却しております。これにより、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は

それぞれ 120百万円減少しております。

②無形固定資産

　無形固定資産は、定額法により償却し

ております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、当行及び連結子会社

で定める利用可能期間（主として５年）

に基づいて償却しております。
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5）貸倒引当金の計上基準

　当行の貸倒引当金は、予め定めている

償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ

き引当てております。なお、要注意先債

権に相当する債権において、貸出条件緩

和債権等を有する債務者で与信額が一定

額以上の大口債務者のうち、債権の元本

の回収及び利息の受取りに係るキャッ

シュ・フローを合理的に見積もることが

できる債権については、当該キャッ

シュ・フローを貸出条件緩和実施前の約

定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価

額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により引

当てております。また、当該大口債務者

のうち、将来キャッシュ・フローを合理

的に見積もることが困難な債務者に対す

る債権については、個別的に残存期間を

算定し、その残存期間に対応する今後の

一定期間における予想損失額を引当てて

おります。破綻懸念先債権に相当する債

権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額

を引当てております。破綻先債権及び実

質破綻先債権に相当する債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除した残

額を引当てております。

(5）貸倒引当金の計上基準

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて上記の引当を行っており

ます。

　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権

については過去の貸倒実績率等を勘案し

て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引

当てております。

 

(6）役員賞与引当金の計上基準

　　役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しております。

(6）役員賞与引当金の計上基準

　　役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しております。

（会計方針の変更）

　従来、役員賞与は、利益処分により支給

時に未処分利益の減少として処理してお

りましたが、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号平成17年11月

29日）が会社法施行日以後終了する事業

年度から適用されることになったことに

伴い、当連結会計年度から同会計基準を

適用し、役員に対する賞与を費用として

処理することとし、その支給見込額のう

ち、当連結会計年度に帰属する額を役員

賞与引当金として計上しております。こ

れにより、従来の方法に比べ営業経費は

50百万円増加し、税金等調整前当期純利

益は同額減少しております。
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(7）退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、必要額を計上しております。ま

た、過去勤務債務及び数理計算上の差異

の費用処理方法は以下のとおりでありま

す。

(7）退職給付引当金の計上基準

同左　　

（過去勤務債務）

その発生年度の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10年）による定額

法により損益処理

 

 

（数理計算上の差異）

各連結会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

による定率法により、発生の翌連結会計

年度から損益処理

 

 

 

 　　　　　　――――――

 (8)役員退職慰労引当金の計上基準

  役員退職慰労引当金は、役員への退職

慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当

連結会計年度末までに発生していると認

められる額を計上しております。

 （会計方針の変更）

  従来、役員退職慰労金は、支出時に費

用処理をしておりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会監査・保証実務委員会報告第42

号平成19年４月13日。以下「監査・保証

実務委員会報告第42号」という。）が平

成19年４月１日以後開始する連結会計年

度から適用されることに伴い、当連結会

計年度から同報告を適用しております。

これにより、従来の方法に比べ、営業経

費は164百万円、特別損失は673百万円そ

れぞれ増加し、経常利益は164百万円、税

金等調整前当期純利益は838百万円それぞ

れ減少しております。
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 

　　　　　　 ――――――

 (9)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

　当行の睡眠預金払戻損失引当金は、利

益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備

えるため、過去の払戻実績に基づく将来

の払戻損失見積額を計上しております。

 （追加情報）

　従来、利益計上した睡眠預金の預金者

への払戻は、払戻時の費用として処理し

ておりましたが、監査・保証実務委員会

報告第42号が平成19年４月１日以後開始

する連結会計年度から適用されることに

伴い、当連結会計年度から同報告を適用

し、将来の払戻損失見積額が算出可能と

なった当連結会計年度末より引当を行っ

ております。これにより、従来の方法に

比べ、特別損失は564百万円増加し、税金

等調整前当期純利益は同額減少しており

ます。

　なお、当中間連結会計期間末において、

当連結会計年度末と同様の方法により引

当を行った場合には、特別損失は578百万

円増加し、税金等調整前中間純利益は同

額減少いたします。

 

 　　   　  ――――――

 (10)偶発損失引当金の計上基準

　偶発損失引当金は、責任共有制度に基

づく信用保証協会等への負担金の支払い

に備えるため、対象債権に対する予想負

担率等により算定した将来の支払見積額

を計上しております。

 （追加情報）

　平成19年10月1日に信用保証協会との責

任共有制度が開始されたことに伴い、当

連結会計年度より将来の負担金支払見積

額を計上しております。これにより、そ

の他経常費用は66百万円増加し、税金等

調整前当期純利益は同額減少しておりま

す。 

(8）外貨建資産・負債の換算基準

当行の外貨建資産・負債については、

主として連結決算日の為替相場による円

換算額を付しております。

(11）外貨建資産・負債の換算基準

同左

(9）リース取引の処理方法

　当行及び連結子会社のリース物件の所

有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。

(12）リース取引の処理方法

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(10)重要なヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利

リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第24号）に規定する繰延ヘッジに

よっております。ヘッジ有効性評価の方

法については、キャッシュ・フローを固

定するヘッジについてヘッジ対象とヘッ

ジ手段の金利変動要素等の相関関係を検

証しております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対

照表に計上している繰延ヘッジ損益のう

ち、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第15号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する従来の「マクロヘッ

ジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、「マク

ロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ

手段の残存期間に応じ平成15年度から６

年間にわたって、資金調達費用として期

間配分しております。当連結会計年度末

における「マクロヘッジ」に基づく繰延

ヘッジ損失は251百万円（税効果額控除

前）であります。

なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。

(13)重要なヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利

リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第24号）に規定する繰延ヘッジに

よっております。ヘッジ有効性評価の方

法については、キャッシュ・フローを固

定するヘッジについてヘッジ対象とヘッ

ジ手段の金利変動要素等の相関関係を検

証しております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対

照表に計上している繰延ヘッジ損益のう

ち、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第15号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する従来の「マクロヘッ

ジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、「マク

ロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ

手段の残存期間に応じ平成15年度から６

年間にわたって、資金調達費用として期

間配分しております。当連結会計年度末

における「マクロヘッジ」に基づく繰延

ヘッジ損失は62百万円（税効果額控除

前）であります。

なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

当行の外貨建金融資産・負債から生じ

る為替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第25号）に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価の方法については、外貨建金銭債権

債務等の為替変動リスクを減殺する目的

で行う通貨スワップ取引及び為替スワッ

プ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象

である外貨建金銭債権債務等に見合う

ヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存

在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

同左

(11)消費税等の会計処理

　当行及び連結子会社の消費税及び地方

消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。

(14)消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　5年間の定額法により償却を行っており

ます。

――――――

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金

預け金」のうち現金及び日本銀行への預け

金であります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）を当連

結会計年度から適用しております。

当連結会計年度末における従来の「資本の部」に相当す

る金額は238,681百万円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の

改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則及び銀行法施行規

則により作成しております。

 

 

　　　　　　　　　――――――

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　―――――― 

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針）

企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場

合の税効果会計について、「連結財務諸表における税効果

会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委

員会報告第６号平成19年３月29日）の第30-2項を当連結会

計年度から適用しております。なお、これによる連結貸借

対照表等に与える影響は軽微であります。 
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式

が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内

閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18

年４月１日以後開始する事業年度から適用されることに

なったこと等に伴い、当連結会計年度から以下のとおり表

示を変更しております。

 

　　　　　　　　　――――――

 

　（連結貸借対照表関係）

（1）純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含め

て計上していたヘッジ手段に係る損益または評価差額

は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延

ヘッジ損益」として相殺表示しております。

（2）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、

純資産の部に表示しております。

（3）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定

資産」又は「その他資産」に区分して表示しておりま

す。

　　　これにより、従来の「動産不動産」中の土地建物動

産については、「有形固定資産」中の「建物」、「土

地」、「その他の有形固定資産」として、建設仮払金

については「有形固定資産」中の「建設仮勘定」とし

て表示しております。また、「動産不動産」中の保証

金権利金のうち権利金は、「無形固定資産」中の「そ

の他の無形固定資産」に、保証金は、「その他資産」

として表示しております。

（4）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェア

は、「無形固定資産」の「ソフトウェア」に表示して

おります。

 

 

 

 

 

 

　（連結損益計算書関係）

「動産不動産処分益」、「動産不動産処分損」は、連結

貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無

形固定資産」等に区分されたことに伴い、それぞれ「固

定資産処分益」、「固定資産処分損」として表示してお

ります。

 

 

　（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（1）「連結調整勘定償却額」は「のれん償却額」に含め

て表示しております。

（2）「動産不動産処分損益（△）」は、連結貸借対照表

の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資

産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分損益

（△）」等として表示しております。

　また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固

定資産の取得による支出」等として、「動産不動産の

売却による収入」は、「有形固定資産の売却による収

入」等として表示しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．「有価証券」には、非連結子会社の株式０百万円を

含んでおります。

※１．「有価証券」には、非連結子会社の株式０百万円を

含んでおります。

※２．貸出金等のうち、破綻先債権額は2,401百万円、延

滞債権額は25,052百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金等（貸倒償却を行っ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金等」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金等

であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金等で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金等

以外の貸出金等であります。

※２．貸出金等のうち、破綻先債権額は2,297百万円、延

滞債権額は27,103百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金等（貸倒償却を行っ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金等」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金等

であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金等で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金等

以外の貸出金等であります。

※３．貸出金等のうち、３カ月以上延滞債権額は７百万円

であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金等で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。

※３．貸出金等のうち、３カ月以上延滞債権額は19百万円

であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金等で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。

※４．貸出金等のうち、貸出条件緩和債権額は34,266百万

円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金等で破綻先債権、

延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※４．貸出金等のうち、貸出条件緩和債権額は35,546百万

円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金等で破綻先債権、

延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので

あります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は61,727百万円であ

ります。

　なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当

金控除前の金額であります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は64,966百万円であ

ります。

　なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当

金控除前の金額であります。

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は、25,987百万円であります。

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は、22,749百万円であります。
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 72,104百万円

その他資産 2,838百万円

有価証券 95,314百万円

その他資産 2,737百万円

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務

預金 12,396百万円

借用金 9,338百万円

預金 19,376百万円

コールマネー 5,000百万円

借用金 11,658百万円

借用金9,338百万円の担保として、簿外資産で

あるリース債権7,460百万円を差し入れており

ます。

上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担保

あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

58,776百万円を差し入れております。

　また、その他資産のうち保証金は353百万円であり

ます。

借用金11,658百万円の担保として、簿外資産で

あるリース債権10,519百万円を差し入れており

ます。

上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担保

あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

59,415百万円を差し入れております。

　また、その他資産のうち保証金は354百万円であり

ます。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は

593,115百万円であり、このうち原契約期間が１年以

内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが

585,986百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ

ローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその

他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券

等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握

し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は

615,767百万円であり、このうち原契約期間が１年以

内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが

605,785百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ

ローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその

他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券

等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握

し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

再評価を行った年月日

　平成10年３月31日

再評価を行った年月日

　平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示

価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行っ

て算出しております。

　ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令

第２条第２号に定める基準地価又は同施行令第２条第

４号に定める地価税法に規定する方法により算定した

価格に時点修正等合理的な調整を行って算出しており

ます。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示

価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行っ

て算出しております。

　ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令

第２条第２号に定める基準地価又は同施行令第２条第

４号に定める地価税法に規定する方法により算定した

価格に時点修正等合理的な調整を行って算出しており

ます。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当

連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

11,235百万円

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の

当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

10,719百万円

※10．有形固定資産の減価償却累計額35,278百万円 ※10．有形固定資産の減価償却累計額36,286百万円

※11．有形固定資産の圧縮記帳額 3,671百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額 －百万円）

※11．有形固定資産の圧縮記帳額 3,671百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額 －百万円）

※12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証

券取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は10,471百万円であります。

※12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金

融商品取引法法第２条第３項）による社債に対する保

証債務の額は9,360百万円であります。

　（会計方針の変更）

　　　上記保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返につ

いては、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10

号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する

内閣府令」（内閣府令第38号平成19年４月17日）によ

り改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度

から適用されることとなったことに伴い、当連結会計

年度から相殺しております。これにより、従来の方法

に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ10,471

百万円減少しております。

　　　なお、当該変更は、「銀行法施行規則」（昭和57年

大蔵省令第10号）別紙様式が平成19年４月17日付で改

正されたことから当連結会計年度末に行っており、当

中間連結会計期間末は従来の方法によっております。

当中間連結会計期間末に当該変更を行った場合には、

従来の方法に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それ

ぞれ9,294百万円減少いたします。

 

 

 ――――――
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．　　　　　　　――――――

 

※１．その他経常収益には、株式等売却益7,351百万円を

含んでおります。 

※２．営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及

び地価の下落した以下の資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額756百万円を減損

損失として特別損失に計上しております。

※２．所有目的を変更した以下の資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額93百万円を減

損損失として特別損失に計上しております。

区分 地域 種類
減損損失
（百万円）

営業用
資産

鹿児島県内
７か所

土地
及び建物

230
（うち土地　　194）
（うち建物　 　35）

鹿児島県外
１か所

土地
及び建物

516
（うち土地　　479）
（うち建物　　 37）

遊休
資産

鹿児島県内
２か所

土地 5

鹿児島県外
３か所

土地 3

合計 ― ―
756

（うち土地　　683）
（うち建物 　　72）

区分 地域 種類
減損損失
（百万円）

遊休
資産

 鹿児島県内 
　１か所

土地
及び建物

93
（うち土地　　 43）
（うち建物　 　49）

当行の営業用資産のグルーピングの方法は、管理会

計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して

営業を行っている営業店グループは当該グループ単

位）で行っております。また、連結子会社は主として

各社単位でグルーピングを行っております。

資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、「不動産鑑定評価基準」（国土交通

省平成14年７月３日改正）等に基づき評価した額より

処分費用見込額を控除して算定しております。

当行の営業用資産のグルーピングの方法は、管理会

計上の最小区分である営業店単位で行っております。

また、連結子会社は主として各社単位でグルーピング

を行っております。

資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、「不動産鑑定評価基準」（国土交通

省平成14年７月３日改正）等に基づき評価した額より

処分費用見込額を控除して算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

摘要

発行済株式 210,403 － － 210,403  

普通株式 210,403 － － 210,403  

自己株式 377 80 48 409 （注）

普通株式 377 80 48 409  

　（注）自己株式数の増減の理由は以下のとおりです。

　　　　・単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　80千株

　　　　・単元未満株式の売渡による減少　　　　　　　　　6千株

　　　　・子会社が保有する親会社株式の売却による減少　　41千株

２．配当に関する事項

(1)当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
　金額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 839 4.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月22日

取締役会
普通株式 735 3.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たりの
　金額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 734

その他利益

剰余金
3.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

摘要

発行済株式 210,403 － － 210,403  

普通株式 210,403 － － 210,403  

自己株式 409 107 24 492 （注）

普通株式 409 107 24 492  

　（注）当連結会計年度における自己株式の増減は、単元未満株式の買取及び売渡によるものです。

 

２．配当に関する事項

(1)当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
　金額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 734 3.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月12日

取締役会
普通株式 734 3.50 平成19年９月30日 平成19年12月10日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たりの
　金額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 944

その他利益

剰余金
4.50 平成20年３月31日 平成20年６月30日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

平成19年３月31日現在 平成20年３月31日現在

現金預け金勘定 53,499百万円

定期預け金 △95百万円

外貨預け金 △78百万円

その他預け金 △513百万円

現金及び現金同等物 52,811百万円

現金預け金勘定 57,424百万円

定期預け金 △94百万円

外貨預け金 △101百万円

その他預け金 △575百万円

現金及び現金同等物 56,654百万円
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（有価証券関係）

※　連結貸借対照表の「商品有価証券」及び「有価証券」を記載しております。

Ⅰ　前連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成19年３月31日現在）

 連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

（百万円）

売買目的有価証券 1,524 5

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円）

地方債 2 2 △0 － 0

社債 939 946 7 8 0

合計 941 948 7 8 0

　（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

 
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額
（百万円）

うち益（百万円） うち損（百万円）

株式 41,587 108,494 66,907 67,212 305

債券 756,558 752,020 △4,537 1,838 6,375

国債 336,158 331,471 △4,686 232 4,918

地方債 135,118 135,313 194 625 430

社債 285,281 285,236 △45 980 1,026

その他 58,143 58,084 △58 465 523

合計 856,288 918,600 62,311 69,516 7,204

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が、取得原価に比べて30％程度以上下落した

場合は回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しております。

結果として、当連結会計年度末において有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落したことに

より減損処理を行った銘柄はありません。

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

その他有価証券 192,449 4,068 1,629

㈱鹿児島銀行(8390)平成 20 年 3 月期決算短信

－ 35 －



５．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在）

 金額（百万円）

満期保有目的の債券  

社　　　債 10,927

関係会社株式 0

その他有価証券  

非上場株式 1,124

非上場外国証券 0

非上場その他の証券 4,676

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成19年３月31日現在）

 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

債券 43,239 473,819 117,760 129,068

国債 10,502 156,507 50,128 114,334

地方債 3,033 87,278 45,003 －

社債 29,704 230,034 22,629 14,734

その他 590 38,477 4,561 16,504

合計 43,830 512,296 122,322 145,572

㈱鹿児島銀行(8390)平成 20 年 3 月期決算短信

－ 36 －



Ⅱ　当連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成20年３月31日現在）

 連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

（百万円）

売買目的有価証券 810 △2

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）

 
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額
（百万円）

うち益（百万円） うち損（百万円）

株式 41,989 73,490 31,500 32,772 1,271

債券 781,395 781,299 △95 6,502 6,598

国債 309,740 305,781 △3,958 2,238 6,197

地方債 110,737 112,477 1,740 1,848 108

社債 360,917 363,040 2,122 2,415 293

その他 59,261 56,685 △2,576 422 2,998

合計 882,646 911,474 28,828 39,697 10,868

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．当連結会計年度における時価のあるその他有価証券の減損処理額は、株式852百万円、その他57百万円であり

ます。

４．時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が、取得原価に比べて30％程度以上下落した

場合は回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しております。

結果として、当連結会計年度末において有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した銘柄はす

べて減損処理を行っております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

その他有価証券 136,797 8,069 1,216

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日現在）

 金額（百万円）

関係会社株式 0

その他有価証券  

社債 9,581

非上場株式 1,879

非上場外国証券 0

非上場その他の証券 4,846

５．保有目的を変更した有価証券 

  当連結会計年度において、従来、満期保有目的で保有していた債券11,385百万円を流動性確保のために保

有目的を変更し、その他有価証券に区分しております。なお、この変更による連結貸借対照表等への影響は

軽微であります。 
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６．その他有価証券のうち満期があるものの債券の償還予定額（平成20年３月31日現在）

 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

債券 122,552 455,463 80,372 132,491

国債 22,018 154,092 22,098 107,572

地方債 14,643 52,743 45,090 －

社債 85,890 248,627 13,183 24,919

その他 2,939 25,158 17,534 12,748

合計 125,491 480,622 97,906 145,240

 

（金銭の信託関係）

Ⅰ　前連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成19年３月31日現在）

 連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

（百万円）

運用目的の金銭の信託 11,977 210

２．満期保有目的の金銭の信託（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。

Ⅱ　当連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成20年３月31日現在）

 連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

（百万円）

運用目的の金銭の信託 9,675 △1

２．満期保有目的の金銭の信託（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。
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（その他有価証券評価差額金）

Ⅰ　前連結会計年度

○その他有価証券評価差額金（平成19年３月31日現在）

　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 金額（百万円）

評価差額 62,311

その他有価証券 62,311

（△）繰延税金負債 24,880

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 37,431

（△）少数株主持分相当額 106

その他有価証券評価差額金 37,324

Ⅱ　当連結会計年度

○その他有価証券評価差額金（平成20年３月31日現在）

　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 金額（百万円）

評価差額 28,828

その他有価証券 28,828

（△）繰延税金負債 11,528

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 17,299

（△）少数株主持分相当額 △43

その他有価証券評価差額金 17,256

 

  (デリバティブ取引関係) 

    決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当行は、従来の退職一時金の一部、厚生年金基金及び適格退職年金制度を統合し、平成15年10月１日より

キャッシュバランス型退職金制度を導入しております。

連結子会社の一部は、退職一時金制度等を採用しております。

当行及び連結子会社は、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

金額（百万円） 金額（百万円）

退職給付債務 (Ａ)

年金資産 (Ｂ)

差引差額 (Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ)

未認識数理計算上の差異 (Ｄ)

未認識過去勤務債務 (Ｅ)

連結貸借対照表計上額純額 (Ｆ)＝(Ｃ)＋(Ｄ)＋(Ｅ)

前払年金費用 (Ｇ)

退職給付引当金 (Ｆ)－(Ｇ)

△19,309

25,588

6,278

△4,781

△2,824

△1,327

－

△1,327

△21,469

23,916

2,447

1,504

△363

3,587

3,921

△333

　（注）連結子会社はすべて退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

区分

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

勤務費用

利息費用

期待運用収益

過去勤務債務の費用処理額

数理計算上の差異の費用処理額

退職給付費用

626

380

△858

△434

△915

△1,201

735

431

△1,190

△209

△984

△1,217

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に計上しております。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

区分
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

(1)割引率（％） 2.0 同左

(2)期待運用収益率   

確定給付企業年金制度（％） 4.5 6.0

退職給付信託制度（％） 2.5 同左

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(4)過去勤務債務の額の処理年数

10年（その発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数による定額法

による。）

同左

(5)数理計算上の差異の処理年数

10年（各連結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による定率法により、発生の翌連結会

計年度から損益処理することとしてい

る。）

同左

 

 

 

（ストック・オプション等関係）

　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当ありません。

　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当ありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

貸倒引当金 8,561百万円

退職給付引当金 1,612百万円

減価償却超過額 642百万円

有価証券償却 415百万円

無形固定資産償却超過額 535百万円

その他有価証券評価差額金 2,912百万円

未払事業税 365百万円

減損損失 2,645百万円

繰延ヘッジ損益 172百万円

その他 1,181百万円

繰延税金資産小計 19,045百万円

評価性引当額 △3,182百万円

繰延税金資産合計 15,862百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △27,792百万円

固定資産圧縮積立金 △164百万円

繰延ヘッジ損益 △9百万円

繰延税金負債合計 △27,966百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △12,103百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金 11,805百万円

その他有価証券評価差額金 4,392百万円

減損損失 2,642百万円

減価償却超過額 588百万円

有価証券償却 661百万円

無形固定資産償却 513百万円

未払事業税 388百万円

役員退職慰労引当金 339百万円

繰延ヘッジ損益 303百万円

睡眠預金払戻損失引当金 228百万円

退職給付引当金 133百万円

その他 887百万円

繰延税金資産小計 22,885百万円

評価性引当額 △3,755百万円

繰延税金資産合計 19,129百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △15,921百万円

前払年金費用 △443百万円

固定資産圧縮積立金 △185百万円

繰延ヘッジ損益 △1百万円

繰延税金負債合計 △16,552百万円

繰延税金資産（負債）の純額 2,577百万円

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率  40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

 

0.6％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目

 

△3.1％

住民税均等割  0.2％

情報基盤強化設備等を取得し

た場合の法人税額の特別控除

 

△0.4％

その他  0.1％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率

 

37.8％

法定実効税率  40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

 

0.8％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目

 

△1.5％

住民税均等割  0.2％

有価証券償却  1.5％

役員退職慰労引当金繰入  1.9％

その他  0.0％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率

 

43.3％

　（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

 
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

資産の部－繰延税金資産 1,007百万円 2,577百万円

負債の部－繰延税金負債 13,110百万円 －百万円

㈱鹿児島銀行(8390)平成 20 年 3 月期決算短信

－ 42 －



（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
銀行業

（百万円）
リース業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．経常収益       

(1)外部顧客に対する経常収益 68,474 13,732 1,849 84,056 － 84,056

(2)セグメント間の内部経常収

益又は振替高
335 1,150 489 1,975 (1,975) －

計 68,809 14,882 2,338 86,031 (1,975) 84,056

経常費用 53,186 14,393 1,662 69,242 (1,961) 67,281

経常利益 15,623 489 675 16,788 (13) 16,774

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
      

資産 3,117,654 35,821 13,608 3,167,084 (22,091) 3,144,993

減価償却費 2,799 9,844 8 12,652 － 12,652

減損損失 756 － － 756 － 756

資本的支出 2,362 11,128 16 13,507 － 13,507

　（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、その他の事業区分の主なものは保証及

びクレジット業務等であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
銀行業

（百万円）
リース業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．経常収益       

(1)外部顧客に対する経常収益 77,050 13,935 1,761 92,748 － 92,748

(2)セグメント間の内部経常収

益又は振替高
365 1,066 504 1,937 (1,937) －

計 77,415 15,002 2,266 94,685 (1,937) 92,748

経常費用 60,365 14,084 1,607 76,057 (1,936) 74,120

経常利益 17,050 917 659 18,628 (0) 18,627

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
      

資産 3,120,427 36,035 13,639 3,170,102 (22,458) 3,147,644

減価償却費 2,634 9,550 6 12,191 － 12,191

減損損失 93 － － 93 － 93

資本的支出 4,164 9,751 3 13,919 － 13,919

　（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、その他の事業区分の主なものは保証及

びクレジット業務等であります。
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ｂ．所在地別セグメント情報

　全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも100％の

ため、前連結会計年度及び当連結会計年度とも所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 　ｃ．国際業務経常収益

 　 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、前連結会計年度及び当連結会計年度とも国際業務経常収益

の記載を省略しております。

 

 

  (リース取引関係) 

     決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

 

 

  (関連当事者との取引)

Ⅰ　前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

Ⅱ　当連結会計年度（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 円 1,135.46 1,075.52

１株当たり当期純利益 円 44.98 43.52

（注）　１．記載金額は、小数点２位未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり純資産の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 百万円 245,420 233,240

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 6,979 7,475

うち少数株主持分 百万円 6,979 7,475

普通株式に係る連結会計年度末の純資

産額
百万円 238,441 225,765

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た連結会計年度末の普通株式の数
千株 209,993 209,911

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益 百万円 9,446 9,137

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る当期純利益 百万円 9,446 9,137

普通株式の期中平均株式数 千株 210,014 209,945

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

Ⅰ　前連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

　　該当ありません。

Ⅱ　当連結会計年度（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

　　該当ありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）         

現金預け金   53,238 1.71  57,173 1.83 3,935

現金   37,764   48,980  11,216

預け金   15,473   8,192  △7,281

コールローン   25,000 0.80  － － △25,000

買入金銭債権   5,171 0.17  9,137 0.29 3,966

商品有価証券   1,524 0.05  810 0.03 △714

商品国債   1,522   780  △741

　商品地方債   2   29  27

金銭の信託   11,977 0.38  9,675 0.31 △2,301

有価証券 ※1,7  935,510 30.01  927,406 29.72 △8,104

国債   331,471   305,781  △25,690

地方債   135,315   112,477  △22,837

社債 ※12  296,646   372,400  75,754

株式   109,316   75,214  △34,101

その他の証券   62,761   61,532  △1,229

貸出金
※2,3,4,
5,8

 2,012,934 64.56  2,047,089 65.60 34,154

割引手形 ※6  25,980   22,743  △3,236

手形貸付   152,687   148,537  △4,150

証書貸付   1,595,557   1,616,007  20,449

当座貸越   238,708   259,800  21,091

外国為替   1,565 0.05  1,724 0.06 158

外国他店預け   1,345   1,576  230

買入外国為替 ※6  6   5  △0

取立外国為替   212   141  △70
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

その他資産   7,033 0.23  11,293 0.36 4,259

前払費用   14   10  △4

未収収益   4,054   3,891  △162

金融派生商品   27   697  669

その他の資産 ※７  2,936   6,693  3,757

有形固定資産 ※10,11  52,431 1.68  52,692 1.69 260

　建物   9,150   9,260  109

　土地 ※9  36,831   36,835  3

　建設仮勘定   0   27  27

　その他の有形固定資産 ※9  6,448   6,568  120

無形固定資産   3,596 0.12  4,511 0.14 914

　ソフトウェア   3,446   4,362  915

　その他の無形固定資産   150   149  △1

繰延税金資産   － －  1,488 0.05 1,488

支払承諾見返   28,541 0.91  25,575 0.82 △2,966

貸倒引当金   △20,840 △0.67  △28,118 △0.90 △7,277

資産の部合計   3,117,684 100.00  3,120,460 100.00 2,776
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）         

預金 ※7  2,725,218 87.41  2,753,699 88.25 28,480

当座預金   62,098   46,479  △15,618

普通預金   1,365,608   1,330,260  △35,347

貯蓄預金   192,414   180,265  △12,148

通知預金   17,813   10,854  △6,958

定期預金   1,030,678   1,132,541  101,863

定期積金   4,068   724  △3,343

その他の預金   52,537   52,571  34

譲渡性預金   50,756 1.63  51,982 1.67 1,225

コールマネー ※7  39,071 1.25  36,296 1.16 △2,775

借用金   190 0.01  188 0.01 △1

借入金   190   188  △1

外国為替   40 0.00  55 0.00 15

売渡外国為替   38   21  △17

未払外国為替   2   34  32

その他負債   13,255 0.43  17,804 0.57 4,548

未払法人税等   4,033   4,738  704

未払費用   2,578   3,745  1,166

前受収益   1,652   2,111  458

給付補てん備金   1   0  △0

金融派生商品   231   1,227  996

その他の負債   4,757   5,981  1,223

役員賞与引当金   50 0.00  50 0.00 0

退職給付引当金   1,282 0.04  292 0.01 △990

役員退職慰労引当金   － －  791
 

0.02
791

睡眠預金払戻損失引当金   － －  564 0.02 564

偶発損失引当金   － －  66 0.00 66

繰延税金負債   13,109 0.42  － － △13,109

再評価に係る繰延税金負債 ※9  10,024 0.32  9,990 0.32 △34

支払承諾   28,541 0.92  25,575 0.82 △2,966

　　負債の部合計   2,881,540 92.43  2,897,355 92.85 15,814
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（純資産の部）         

資本金   18,130 0.58  18,130 0.58 －

資本剰余金   11,209 0.36  11,210 0.36 1

資本準備金   11,204   11,204  －

その他資本剰余金   4   6  1

利益剰余金   156,462 5.02  163,766 5.25 7,304

利益準備金   18,130   18,130  －

その他利益剰余金   138,331   145,636  7,304

行員退職手当基金   296   296  －

固定資産圧縮積立金   242   273  31

別途積立金   126,297   134,297  8,000

繰越利益剰余金   11,495   10,768  △726

自己株式   △277 △0.01  △349 △0.01 △71

　　株主資本合計   185,524 5.95  192,759 6.18 7,234

その他有価証券評価差額金   37,283 1.20  17,239 0.55 △20,043

繰延ヘッジ損益   △239 △0.01  △445 △0.01 △205

土地再評価差額金 ※9  13,575 0.43  13,551 0.43 △23

　　評価・換算差額等合計   50,619 1.62  30,346 0.97 △20,272

　　純資産の部合計   236,143 7.57  223,105 7.15 △13,038

負債及び純資産の部合計   3,117,684 100.00  3,120,460 100.00 2,776
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

経常収益   68,773 100.00  77,378 100.00 8,605

資金運用収益   52,438   57,145  4,707

貸出金利息   38,209   43,401  5,191

有価証券利息配当金   13,219   12,889  △329

コールローン利息   955   777  △177

預け金利息   2   3  1

その他の受入利息   52   73  20

役務取引等収益   10,812   10,372  △440

受入為替手数料   4,097   3,976  △121

その他の役務収益   6,714   6,395  △319

その他業務収益   3,807   985  △2,822

外国為替売買益   122   204  82

商品有価証券売買益   65   29  △35

国債等債券売却益   3,560   718  △2,842

金融派生商品収益   44   32  △12

その他の業務収益   14   0  △14

その他経常収益   1,714   8,875  7,160

株式等売却益   507   7,351  6,843

金銭の信託運用益   88   －  △88

その他の経常収益   1,118   1,524  405
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

経常費用   53,195 77.35  60,428 78.1 7,233

資金調達費用   6,571   9,813  3,241

預金利息   2,374   6,336  3,961

譲渡性預金利息   171   470  298

コールマネー利息   2,317   1,862  △454

債券貸借取引支払利息   91   6  △85

借用金利息   0   0  0

金利スワップ支払利息   912   776  △136

その他の支払利息   703   361  △342

役務取引等費用   3,527   3,674  146

支払為替手数料   600   606  6

その他の役務費用   2,927   3,067  140

その他業務費用   1,519   665  △853

国債等債券売却損   1,519   608  △910

国債等債券償却   －   57  57

営業経費   34,042   34,910  868

その他経常費用   7,534   11,364  3,829

貸倒引当金繰入額   6,704   8,514  1,809

株式等売却損   110   607  497

株式等償却   0   894  893

金銭の信託運用損   19   354  335

その他の経常費用   699   993  293

経常利益   15,577 22.65  16,949 21.9 1,371

特別利益   18 0.03  5 0.00 △13

固定資産処分益   16   2  △13

償却債権取立益   1   2  0

特別損失   938 1.37  1,476 1.90 537

固定資産処分損   182   174  △8

減損損失 ※1  756   93  △662

役員退職慰労引当金繰入額   － －  644  644

睡眠預金払戻損失引当金繰入額   － －  564  564

税引前当期純利益   14,657 21.31  15,478 20.00 820

法人税、住民税及び事業税   6,633 9.64  7,931 10.25 1,298

法人税等調整額   △1,120 △1.63  △1,203 △1.55 △82

当期純利益   9,144 13.30  8,750 11.30 △394
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

行員退職
手当基金

固定資産圧
縮積立金

別途積
立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
（百万円）

18,130 11,204 3 11,207 18,130 296 172 116,297 13,633 148,531 △211 177,658

事業年度中の変動額             

剰余金の配当（注）         △840 △840  △840

剰余金の配当（中間配当）         △735 △735  △735

役員賞与（注）         △45 △45  △45

当期純利益         9,144 9,144  9,144

自己株式の取得           △70 △70

自己株式の処分   1 1       4 5

固定資産圧縮積立金の積
立（注）

      23  △23 －  －

固定資産圧縮積立金の積
立

      45  △45 －  －

別途積立金の積立（注）        10,000 △10,000 －  －

土地再評価差額金取崩額         406 406  406

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

            

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 1 1 － － 69 10,000 △2,138 7,931 △66 7,866

平成19年３月31日残高
（百万円）

18,130 11,204 4 11,209 18,130 296 242 126,297 11,495 156,462 △277 185,524

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日残高
（百万円）

38,162 － 13,981 52,144 229,802

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △840

剰余金の配当（中間配当）     △735

役員賞与（注）     △45

当期純利益     9,144

自己株式の取得     △70

自己株式の処分     5

固定資産圧縮積立金の積
立（注）

    －

固定資産圧縮積立金の積
立

    －

別途積立金の積立（注）     －

土地再評価差額金取崩額     406

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△878 △239 △406 △1,525 △1,525

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△878 △239 △406 △1,525 6,340

平成19年３月31日残高
（百万円）

37,283 △239 13,575 50,619 236,143

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

行員退職
手当基金

固定資産圧
縮積立金

別途積
立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高
（百万円）

18,130 11,204 4 11,209 18,130 296 242 126,297 11,495 156,462 △277 185,524

事業年度中の変動額             

剰余金の配当（注）         △734 △734  △734

剰余金の配当（中間配当）         △734 △734  △734

当期純利益         8,750 8,750  8,750

自己株式の取得           △89 △89

自己株式の処分   1 1       17 19

固定資産圧縮積立金の積
立

      31  △31 －  －

別途積立金の積立（注）        8,000 △8,000 －  －

土地再評価差額金取崩額         23 23  23

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

            

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 1 1 － － 31 8,000 △726 7,304 △71 7,234

平成20年３月31日残高
（百万円）

18,130 11,204 6 11,210 18,130 296 273 134,297 10,768 163,766 △349 192,759

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

平成19年３月31日残高
（百万円）

37,283 △239 13,575 50,619 236,143

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △734

剰余金の配当（中間配当）     △734

当期純利益     8,750

自己株式の取得     △89

自己株式の処分     19

固定資産圧縮積立金の積
立

    －

別途積立金の積立（注）     －

土地再評価差額金取崩額     23

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△20,043 △205 △23 △20,272 △20,272

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△20,043 △205 △23 △20,272 △13,038

平成20年３月31日残高
（百万円）

17,239 △445 13,551 30,346 223,105

（注）平成19年６月の定時株主総会における決議項目であります。
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重要な会計方針

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．商品有価証券の評価基準

及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原

価は主として移動平均法により算定）によ

り行っております。

同左

２．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債

券については移動平均法による償却原価

法（定額法）、子会社株式については移

動平均法による原価法、その他有価証券

のうち時価のあるものについては、決算

日の市場価格等に基づく時価法（売却原

価は主として移動平均法により算定）、

時価のないものについては、移動平均法

による原価法又は償却原価法により行っ

ております。

　　なお、その他有価証券の評価差額につ

いては、全部純資産直入法により処理し

ております。

(1) 有価証券の評価は、子会社株式につい

ては移動平均法による原価法、その他有

価証券のうち時価のあるものについては、

決算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は主として移動平均法により算定）、

時価のないものについては、移動平均法

による原価法又は償却原価法により行っ

ております。

　　なお、その他有価証券の評価差額につ

いては、全部純資産直入法により処理し

ております。

(2）有価証券運用を主目的とする単独運用

の金銭の信託において信託財産として運

用されている有価証券の評価は、時価法

により行っております。

(2)　　　　　　　同左

３．デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法によ

り行っております。

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

　有形固定資産は、定率法（ただし、平

成10年４月１日以後に取得した建物（建

物附属設備を除く。）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

(1)有形固定資産

　有形固定資産は、定率法（ただし、平

成10年４月１日以後に取得した建物（建

物附属設備を除く。）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　：19年～50年

動産　：２年～20年

建物　：19年～50年

動産　：２年～20年

 （会計方針の変更）

  平成19年度税制改正に伴い、平成19年

４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく償

却方法により減価償却費を計上しており

ます。この変更による経常利益及び税引

前当期純利益への影響は軽微でありま

す。

（追加情報）

  当事業年度より、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産については、

償却可能限度額に達した事業年度の翌事

業年度以後、残存簿価を５年間で均等償

却しております。これにより、経常利益

及び税引前当期純利益はそれぞれ 120百

万円減少しております。
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2)無形固定資産

　無形固定資産の減価償却は、定額法に

より償却しております。なお、自社利用

のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいて償却

しております。

(2)無形固定資産

　無形固定資産は、定額法により償却し

ております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、行内における利用可

能期間（５年）に基づいて償却しており

ます。            

５．外貨建て資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建の資産・負債は、主として決算日

の為替相場による円換算額を付しておりま

す。

同左
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ

き引当てております。なお、要注意先債

権に相当する債権において貸出条件緩和

債権等を有する債務者で与信額が一定額

以上の大口債務者のうち、債権の元本の

回収及び利息の受取りに係るキャッ

シュ・フローを合理的に見積もることが

できる債権については、当該キャッ

シュ・フローを貸出条件緩和実施前の約

定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価

額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により引

当てております。また、当該大口債務者

のうち、将来キャッシュ・フローを合理

的に見積もることが困難な債務者に対す

る債権については、個別的に残存期間を

算定し、その残存期間に対応する今後の

一定期間における予想損失額を引当てて

おります。破綻懸念先債権に相当する債

権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額

を引当てております。破綻先債権及び実

質破綻先債権に相当する債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除した残

額を引当てております。

  すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて上記の引当を行っており

ます。

(1)貸倒引当金

同左
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2)役員賞与引当金

　　役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。

(2)役員賞与引当金

　　役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。

　（会計方針の変更）

　　従来、役員賞与は、利益処分により支

給時に未処分利益の減少として処理して

おりましたが、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号平成17年11

月29日）が会社法施行日以後終了する事

業年度から適用されることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基準を適

用し、役員に対する賞与を費用として処

理することとし、その支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を役員賞与引当

金として計上しております。これにより、

従来の方法に比べ営業経費は50百万円増

加し、税引前当期純利益は同額減少して

おります。

　

 

(3)退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の費

用処理方法は以下のとおりであります。

(3)退職給付引当金

 

　　　　　同左

（過去勤務債務）

その発生年度の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10年）による定額

法により損益処理

 

 

（数理計算上の差異）

各発生年度の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数（10年）による定率法

により発生の翌事業年度から損益処理

 

　　　　　　

　　　　　　 ――――――

 

 

 

 

 

 (4)役員退職慰労引当金

  役員退職慰労引当金は、役員への退職

慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当

事業年度末までに発生していると認めら

れる額を計上しております。

 （会計方針の変更）

  従来、役員退職慰労金は、支出時に費

用処理をしておりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」（日本公認会
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 

 

計士協会監査・保証実務委員会報告第42

号平成19年４月13日。以下「監査・保証

実務委員会報告第42号」という。）が平

成19年４月１日以後開始する事業年度か

ら適用されることに伴い、当事業年度か

ら同報告を適用しおります。これにより、

従来の方法に比べ、営業経費は146百万

円、特別損失は644百万円それぞれ増加

し、経常利益は146百万円、税引前当期

純利益は791百万円それぞれ減少してお

ります。

(5)睡眠預金払戻損失引当金 

 

 

 

 

 

 

 　　　　　　

  睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上

を行った睡眠預金の払戻請求に備えるた

め、過去の払戻実績に基づく将来の払戻

損失見積額を計上しております。

   （追加情報）

従来、利益計上した睡眠預金の預金者

への払戻は、払戻時の費用として処理し

ておりましたが、監査・保証実務委員会

報告第42号が平成19年４月１日以後開始

する事業年度から適用されることに伴い、

当事業年度から同報告を適用し、将来の

払戻損失見積額が算出可能となった当事

業年度末より引当を行っております。こ

れにより、従来の方法に比べ、特別損失

は564百万円増加し、税引前当期純利益

は同額減少しております。

  なお、当中間会計期間末において、当

事業年度末と同様の方法により引当を

行った場合には、特別損失は578百万円

増加し、税引前中間純利益は同額減少い

たします。

 

 　　　　――――――

(6)偶発損失引当金 

 偶発損失引当金は、責任共有制度に基

づく信用保証協会等への負担金の支払

いに備えるため、対象債権に対する予

想負担率等により算定した将来の支払

見積額を計上しております。

 　（追加情報）

平成19年10月1日に信用保証協会との

責任共有制度が開始されたことに伴い、

当事業年度より将来の負担金支払見積額

を計上しております。これにより、その

他経常費用は66百万円増加し、税引前当

期純利益は同額減少しております。 
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっております。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (イ) 金利リスク・ヘッジ

　金融資産・負債から生じる金利リスク

に対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24

号）に規定する繰延ヘッジによっており

ます。

　ヘッジ有効性評価の方法については、

キャッシュ・フローを固定するヘッジに

ついてヘッジ対象とヘッジ手段の金利変

動要素等の相関関係を検証しております。

　また、当事業年度末の貸借対照表に計

上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第15号）を適用して実施しておりま

した多数の貸出金・預金等から生じる金

利リスクをデリバティブ取引を用いて総

体で管理する従来の「マクロヘッジ」に

基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッ

ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の

残存期間に応じ平成15年度から６年間に

わたって、資金調達費用として期間配分

しております。当事業年度末における

「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損

失は251百万円（税効果額控除前）であ

ります。

　なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。

(イ) 金利リスク・ヘッジ

　金融資産・負債から生じる金利リスク

に対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24

号）に規定する繰延ヘッジによっており

ます。

　ヘッジ有効性評価の方法については、

キャッシュ・フローを固定するヘッジに

ついてヘッジ対象とヘッジ手段の金利変

動要素等の相関関係を検証しております。

　また、当事業年度末の貸借対照表に計

上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第15号）を適用して実施しておりま

した多数の貸出金・預金等から生じる金

利リスクをデリバティブ取引を用いて総

体で管理する従来の「マクロヘッジ」に

基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッ

ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の

残存期間に応じ平成15年度から６年間に

わたって、資金調達費用として期間配分

しております。当事業年度末における

「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損

失は　62百万円（税効果額控除前）であ

ります。

　なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(ロ) 為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替

変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処

理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第25号）に規定する繰延ヘッジに

よっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、

外貨建金銭債権債務等の為替変動リスク

を減殺する目的で行う通貨スワップ取引

及び為替スワップ取引等をヘッジ手段と

し、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債

務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ

ン相当額が存在することを確認すること

によりヘッジの有効性を評価しておりま

す。

(ロ) 為替変動リスク・ヘッジ

同左

９．消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税（以下、消費税等

という。）の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

　ただし、固定資産に係る控除対象外消費

税等は当事業年度の費用に計上しておりま

す。

                同左

 

会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）を当事

業年度から適用しております。

当事業年度末における従来の「資本の部」に相当する金

額は236,383百万円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、

改正後の財務諸表等規則及び銀行法施行規則により作成し

ております。

 

 

　　　　　　　　　――――――
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様

式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」

（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平

成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されること

になったこと等に伴い、当事業年度から下記のとおり表示

を変更しております。

 

　　　　　　　　　――――――

（貸借対照表関係）

(1)「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」及

び「当期未処分利益」は、「その他利益剰余金」の「行

員退職手当基金」、「固定資産圧縮積立金」、「別途

積立金」及び「繰越利益剰余金」として表示しており

ます。

(2)純額で「繰延ヘッジ損失」として「その他資産」に計

上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税

効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ

損益」として相殺表示しております。

(3)「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資

産」又は「その他資産」に区分して表示しております。

　 ①「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固

定資産」中の「建物」、「土地」、「その他の有形

固定資産」に区分表示し、「建設仮払金」は「有形

固定資産」中の「建設仮勘定」として表示しており

ます。

　 ②「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金

は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定資産」

として、保証金は、「その他資産」中の「その他の

資産」として表示しております。

(4)「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、

「無形固定資産」の「ソフトウェア」に表示しており

ます。

 

 

 

 

 

 

 

（損益計算書関係）

「動産不動産処分益」、「動産不動産処分損」は、貸借

対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定

資産」等に区分されたことに伴い、それぞれ「固定資産処

分益」、「固定資産処分損」として表示しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．関係会社の株式総額 477百万円 ※１．関係会社の株式総額 477百万円

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は2,211百万円、延滞

債権額は23,880百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は1,982百万円、延滞

債権額は26,027百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は7百万円で

あります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであり

ます。

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は19百万円で

あります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであり

ます。

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は34,266百万円

であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は35,546百万円

であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は60,365百万円であ

ります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は63,575百万円であ

ります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は、25,987百万円であります。

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は、22,749百万円であります。

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 72,104百万円 有価証券 95,314百万円

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務

預金 12,396百万円 預金

コールマネー

19,376百万円

5,000百万円 

　上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担

保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

58,776百万円を差し入れております。

　また、その他の資産のうち保証金は304百万円であ

ります。

　上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担

保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

59,415百万円を差し入れております。

　また、その他の資産のうち保証金は304百万円であ

ります。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は

560,972百万円であり、このうち原契約期間が１年以

内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが

553,844百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与え

るものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ

るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全

上の措置等を講じております。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は

586,067百万円であり、このうち原契約期間が１年以

内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが

576,084百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与え

るものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ

るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全

上の措置等を講じております。
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年３月31日 再評価を行った年月日 平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示

価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行っ

て算出しております。

　ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令

第２条第２号に定める基準地価又は同施行令第２条第

４号に定める地価税法に規定する方法により算定した

価格に時点修正等合理的な調整を行って算出しており

ます。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示

価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行っ

て算出しております。

　ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令

第２条第２号に定める基準地価又は同施行令第２条第

４号に定める地価税法に規定する方法により算定した

価格に時点修正等合理的な調整を行って算出しており

ます。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当

事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額

11,235百万円

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当

事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額

10,719百万円

※10．有形固定資産の減価償却累計額 32,744百万円 ※10．有形固定資産の減価償却累計額 32,969百万円

※11．有形固定資産の圧縮記帳額 3,671百万円

（当事業年度圧縮記帳額　－百万円）

※11．有形固定資産の圧縮記帳額 3,671百万円

（当事業年度圧縮記帳額　－百万円）

※12．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（証券取

引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債

務の額は10,471百万円であります。

※12．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は9,360百万円であります。

　（会計方針の変更）

　　　上記保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返につ

いては、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10

号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する

内閣府令」（内閣府令第38号平成19年４月17日）によ

り改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度

から適用されることになったことに伴い、当事業年度

から相殺しております。

　　　これにより、従来の方法に比べ支払承諾及び支払承

諾見返は、それぞれ10,471百万円減少しております。
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

　　　なお、当該変更は、「銀行法施行規則」（昭和57年

大蔵省令第10号）別紙様式が平成19年４月17日付で改

正されたことから当事業年度末に行っており、当中間

会計期間末は従来の方法によっております。当中間会

計期間末に当該変更を行った場合には、従来の方法に

比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ9,294百

万円減少いたします。

　

  13．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受

けております。

　　　剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４

項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、

当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の

１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として

計上しております。

　　　なお、当行は利益準備金の額が資本金の額に達して

いるため、当事業年度における剰余金の配当に係る利

益準備金は計上しておりません。

  13．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受

けております。

　　　剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４

項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、

当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の

１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として

計上しております。

　　　なお、当行は利益準備金の額が資本金の額に達して

いるため、当事業年度における剰余金の配当に係る利

益準備金は計上しておりません。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及

び地価の下落した以下の資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額756百万円を減損

損失として特別損失に計上しております。

※１．所有目的を変更した以下の資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額93百万円を減

損損失として特別損失に計上しております。

区分 地域 種類
減損損失
（百万円）

営業用
資産

鹿児島県内
　７か所

土地
及び建物

230
（うち土地　　194）
（うち建物　 　35）

鹿児島県外
　１か所

土地
及び建物

516
（うち土地　　479）
（うち建物　 　37）

遊休
資産

鹿児島県内
　２か所

土地 5

鹿児島県外
　３か所

土地 3

合計 ― ―
756

（うち土地　 683）
（うち建物　　72）

区分 地域 種類
減損損失
（百万円）

遊休
資産

 鹿児島県内 
　１か所

土地
及び建物

93
（うち土地　　 43）
（うち建物　 　49）

　営業用資産のグルーピングの方法は、管理会計上の

最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を

行っている営業店グループは当該グループ単位）で

行っております。

　資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、「不動産鑑定評価基準」（国土交通

省平成14年７月３日改正）等に基づき評価した額より

処分費用見込額を控除して算定しております。

　営業用資産のグルーピングの方法は、管理会計上の

最小区分である営業店単位で行っております。

　資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、「不動産鑑定評価基準」（国土交通

省平成14年７月３日改正）等に基づき評価した額より

処分費用見込額を控除して算定しております。

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                 

 
前事業年度末株
式数（千株)

当事業年度増加
株式数（千株)

当事業年度減少
株式数（千株)

当事業年度末株
式数（千株)

摘要

自己株式      

　 （普通株式） 335 80 6 409 （注）

 （注）当事業年度における自己株式の増減は、単元未満株式の買取及び売渡によるものであります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項                                            

 
前事業年度末株
式数（千株)

当事業年度増加
株式数（千株)

当事業年度減少
株式数（千株)

当事業年度末株
式数（千株)

摘要

自己株式      

　 （普通株式） 409 107 24 492 （注）

 （注）当事業年度における自己株式の増減は、単元未満株式の買取及び売渡によるものであります。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

貸倒引当金 8,150百万円

退職給付引当金 1,595百万円

減価償却超過額 630百万円

有価証券償却 378百万円

その他有価証券評価差額金 2,899百万円

無形固定資産償却超過額 535百万円

未払事業税 325百万円

減損損失 2,605百万円

繰延ヘッジ損益 172百万円

その他 576百万円

繰延税金資産小計 17,869百万円

評価性引当額 △3,122百万円

繰延税金資産合計 14,747百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △27,682百万円

固定資産圧縮積立金 △164百万円

繰延ヘッジ損益 △9百万円

繰延税金負債合計 △27,856百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △13,109百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金 11,048百万円

その他有価証券評価差額金 4,377百万円

減損損失 2,642百万円

有価証券償却 638百万円

減価償却超過額 581百万円

無形固定資産償却超過額 508百万円

未払事業税 359百万円

役員退職慰労引当金 319百万円

繰延ヘッジ損益 303百万円

睡眠預金払戻損失引当金 228百万円

退職給付引当金  117百万円

その他 581百万円

繰延税金資産小計 21,707百万円

評価性引当額 △3,718百万円

繰延税金資産合計 17,989百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金

  前払年金費用

△15,869百万円

 △443百万円

固定資産圧縮積立金 △185百万円

繰延ヘッジ損益 △1百万円

繰延税金負債合計 △16,500百万円

繰延税金資産（負債）の純額 1,488百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.6％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△3.3％

住民税均等割 0.3％

情報基盤強化設備等を取得した

場合の法人税額の特別控除
△0.5％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
37.6％

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.9％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△1.7％

住民税均等割 0.3％

有価証券償却 1.7％

役員退職慰労引当金繰入 2.0％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
43.4％

  （リース取引関係)

    決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、記載を省略しております。

 

  （有価証券関係)

    子会社株式で時価のあるもの

      当事業年度及び前事業年度ともに、時価のある子会社株式はありません。
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６．その他

       役　　員　　の　　異　　動

          （平成２０年６月２７日付）

１．代表者の異動

（１）新任予定代表取締役 

専務取締役 岩　切　  　格 （現　常務取締役）　

（２）退任予定代表取締役

上　床　恒　信 （現　専務取締役）　

２．その他の役員の異動

（１）新任取締役候補

取締役 上 ノ 原 洋 一 （現　営業開発部長）　

取締役 前　田　俊　広 （現　川内支店長）　

取締役 加　藤　伸　一 （現　武町支店長）　

（２）退任予定取締役

常務取締役 今　村　敏　治

取締役東京支店長 柴　垣　悦　朗

（３）新任監査役候補

   該当ありません。

（４）退任予定監査役

   該当ありません。

（５）昇格予定取締役

常務取締役 吉　永　健　三 （現　取締役営業戦略部長）

常務取締役 松　山　澄　寛 （現　取締役総合企画部長兼

  総合企画部ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社統括室長）

　　　　以　　上
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【 新 任 予 定 代 表 取 締 役 略 歴 】

   いわ  きり     いたる

   岩　切　　  格 昭和２５年８月１日生　　５７才

   （常務取締役）

昭和４８年　４月 当行入行

平成１５年　６月 当行取締役経営監理部長

平成１６年　６月 当行取締役営業統括部長

平成１８年　６月 当行常務取締役

平成２０年　６月 当行代表取締役（専務取締役）に

就任予定

【 新 任 取 締 役 候 補 略 歴 】

   うえ の はらよう いち

   上 ノ 原 洋 一 昭和３０年９月２８日生　　５２才

   （営業開発部長）

昭和５３年　４月 当行入行

平成１３年　４月 当行営業統括部ｅビジネス推進室長

平成１６年　３月 当行草牟田支店長

平成１８年　６月 当行業務統括部長

平成２０年　３月 当行営業開発部長

現在に至る

   まえ  だ   とし ひろ

   前　田　俊　広 昭和３０年１２月２８日生　　５２才

    （川内支店長）

昭和５３年　４月 当行入行

平成１４年　２月 当行隼人支店長

平成１６年　６月 当行個人金融部長

平成１８年　６月 当行営業開発部長

平成２０年　３月 当行川内支店長

現在に至る

    か  とう  しん いち

   加　藤　伸　一 昭和３１年９月２６日生　　５１才

    （武町支店長）

昭和５５年　４月 当行入行

平成１０年　３月 当行人事部主任調査役

平成１５年　２月 当行指宿支店長

平成１７年　６月 当行国分支店長

平成１９年　６月 当行武町支店長

現在に至る
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